
平成２９年度第３回おおいた子ども・子育て応援県民会議 次第

日時：平成３０年２月２８日（水）１３:１５～１５:１５

場所：大分県消費生活・男女共同参画プラザ 大会議室

１ 開 会

２ 知事挨拶

３ 会長挨拶

４ 議 事

(1) 行政説明
平成３０年度当初予算案における次世代育成支援対策関連主要
事業について

(2) 意見交換
おおいた子ども・子育て応援プランの推進について
テーマ１

きめ細かな対応が必要な子どもと親への支援

テーマ２

子どもの生きる力をはぐくむ教育の推進

５ 閉 会

＜配布資料＞

資料１ 平成２９年度第３回おおいた子ども・子育て応援県民会議説明資料

資料２ 各委員から事前にいただいたご意見等について

資料３ 出生率（出生数）の分析・対策について



会場：大分県消費生活・男女共同参画プラザ大会議室
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任期：平成31年5月31日まで
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大分県社会福祉協議会　職員

合計２８名（敬称略・50音順）

おおいた子ども・子育て応援県民会議委員名簿
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おおいた子ども・子育て応援県民会議条例（平成２５年７月４日施行） 

 

  （設置） 

第１条 大分県における子ども・子育て支援に関する施策の総合的かつ計画的な推進に関

し必要な事項及び幼保連携型認定こども園の設置の認可等に係る事項を調査

審議する等のため、子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）第７７条第４項

及び就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する

法律(平成十八年法律第七十七号)第二十五条の規定に基づき、おおいた子ども・

子育て応援県民会議（以下「県民会議」という。）を置く。 

  （組織） 

第２条 県民会議は、委員３０人以内で組織する。 

２ 委員は、子どもの保護者、子ども・子育て支援に関する事業に従事する者、子ども・

子育て支援に関し学識経験のある者その他知事が適当と認める者のうちから、知事が任

命する。 

  （委員の任期） 

第３条 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間と

する。 

２ 委員は、再任されることができる。 

  （会長及び副会長） 

第４条 県民会議に、会長及び副会長を置き、委員の互選により選任する。 

２ 会長は、会務を総理し、県民会議を代表する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。 

  （臨時委員） 

第５条 県民会議に、特別の事項を調査審議させるため必要があるときは、臨時委員を置

くことができる。 

２ 臨時委員は、当該特別の事項に関して十分な知識又は経験を有する者のうちから、知

事が任命する。 

３ 臨時委員は、その者の任命に係る当該特別の事項に関する調査審議が終了したときは、

解任されるものとする。 

  （部会） 

第６条 県民会議は、その定めるところにより、部会を置くことができる。 

２ 部会に属すべき委員及び臨時委員は、会長が指名する。 

３ 部会に、部会長を置き、当該部会に属する委員のうちから会長が指名する。 

４ 部会長は、当該部会の事務を掌理する。 

５ 部会長に事故があるときは、当該部会に属する委員のうちから部会長があらかじめ指

名する者が、その職務を代理する。 



６ 県民会議は、その定めるところにより、部会の議決をもって県民会議の議決とするこ

とができる。 

（議事） 

第７条 県民会議の会議は、会長が招集し、会長が議長となる。 

２ 県民会議は、委員及び議事に関係のある臨時委員の過半数が出席しなければ、会議を

開き、議決することができない。 

３ 県民会議の会議の議事は、出席した委員及び議事に関係のある臨時委員の過半数で決

し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

４ 前３項の規定は、部会の議事について準用する。この場合において、第１項中「会長」

とあるのは、「部会長」と読み替えるものとする。 

  （庶務） 

第八条 県民会議の庶務は、福祉保健部において処理する。 

   （委任） 

第九条 この条例に定めるもののほか、議事の手続その他県民会議の運営に関し必要な事

項は、会長が定める。 

 

 

     附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 （任期の特例） 

２ この条例の施行に伴い新たに任命される委員の任期は、第３条第１項の規定にかかわ

らず、平成２７年３月３１日までとする。 

 

   


